毎月勤労統計調査地方調査結果速報（平成14年1月分）
（確定値）

結果の概要
事業所規模５人以上（第１種・第２種）
１　賃金の動き
　１月の調査産業計の１人平均現金給与総額は、２８０，８８４円で、前月比５８．３％減、前年同月比１．０％減あった。
現金給与総額を定期給与と特別給与に分けてみると、定期給与は２７４，７７０円で前月比１．５％減、前年同月比０．１％減であり、特別給与は６，１１４円で前年同月差２，２６５円減であった。
また、定期給与のうち所定内給与は２５３，６７０円となり前月比１．３％減、前年同月比０．１％減であった。
産業別に定期給与の動きを対前年同月比によってみると、卸売小売業飲食店（１２．２％増）、電気ガス水道業（１．８％増）、建設業（１．７％増）、サービス業（０．２％増）では増加したが、不動産業         （２９．０％減）、運輸通信業（１１．１％減）、金融保険業（７．３％減）、製造業（２．０％減）では減少した。      

２　労働時間の動き
　
１月の調査産業計の総実労働時間は１４０．１時間となり、前月比９．８％減、前年同月比　　　　　　２．０％減であった。
総実労働時間を所定内と所定外に分けてみると所定内労働時間は１２９．５時間となり、前月比      １０．１％減、前年同月比２．１％減、所定外労働時間は１０．６時間で前月比５．３％減、前年同月比　　　　１．０％減であった。
なお、製造業の所定外労働時間は１２．７時間となり、前月比４．５％減、前年同月５．２％減であった。

３　雇用の動き
１月における調査産業計の雇用の動きを常用雇用指数（平成１２年平均＝１００）でみると９７．３　　 で前月比０．８％増、前年同月比０．４％減であった。また、パート比率は２１．８％であった。
産業別に雇用の動きを対前年同月比によってみると、不動産業（６５．４％増）、サービス業（２．２％増）、運輸通信業（１．１％増）では増加したが、製造業（２．６％減）、建設業（１．６％減）、電気ガス水道業（０．９％減）、卸売小売業飲食店（１．０％減）、金融保険業（０．３％減）では減少した。
調査産業計の労働異動率をみると、入職率は１．６％で前年同月差は変わらず、離職率は１．５％で前年同月差は０．１ポイント減であった。

事業所規模３０人以上（第１種）
１　賃金の動き
１月の調査産業計の１人平均現金給与総額は３０２，２９１円で、前月比６１．７％減、前年同月比　　２．８％減であった。
現金給与総額を定期給与と特別給与に分けてみると、定期給与は２９５，１７０円で前月比は３．２％減、前年同月比３．０％減、特別給与は７，１２１円で前年同月差６６４円増であった。
また、定期給与のうち所定内給与は２６８，４０２円となり前月比は３．３％減、前年同月比は２．９％減であった。
産業別に定期給与の動きを対前年同月比によってみると、卸売小売業飲食店（７．３％増）、建設業    （５．７％増）では増加したが、不動産業（３８．２％減）、運輸通信業（１１．７％減）、金融保険業        （１１．４％減）、サービス業（４．５％減）、電気ガス水道業（２．８％減）、製造業（２．２％減）では減少した。
２　労働時間の動き
１月の調査産業計の総実労働時間は、１４１．９時間となり、前月比９．４％減（季節調整済指数では０．５％減）、前年同月比２．７％減であった。
総実労働時間を所定内と所定外に分けてみると所定内労働時間は１２９．３時間で前月比１０．２％減、前年同月比２．７％減、所定外労働時間は１２．６時間で前月比は０．８％減（季節調整済指数では　　　　１０．６％増）、前年同月比２．３％減であった。
なお、製造業の所定外労働時間は１３．８時間となり、前月比３．５％減（季節調整済指数では　　　　　１０．５％増）、前年同月比９．３％減であった。
３　雇用の動き
１月における調査産業計の雇用の動きを常用雇用指数（平成１２年平均＝１００）でみると９５．６    で前月比１．０％増、（季節調整済指数では１．３％増）、前年同月比０．１％減であった。また、パート比率は１７．５％であった。
産業別に雇用の動きを対前年同月比によってみると、不動産業（２４０．９％増）、サービス業        （５．５％増）、金融保険業（４．２％増）では増加したが、建設業（３．６％減）、運輸通信業（２．９％減）、製造業（２．７％減）、卸売小売業飲食店（２．４％減）、電気ガス水道業（２．２％減）では減少した。

調査産業計の労働異動率をみると、入職率は０．７％で前年同月差０．５ポイント減、離職率は１．３％で前年同月差０．１ポイント減であった。
